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１ 代用計画策定の経緯 

 こども誰でも通園制度に関しては、市町村子ども・子育て支援事業計画（豊山町に

おいては、昨年度本会議で審議いただき策定した「豊山町こども計画」（以下「こども

計画」））に量の見込み等必要な事項について定めることとされていますが、当該計画

を変更し、必要な事項を盛り込むことが困難な場合においては、その代替措置として

本会議のご意見を聴取して代用計画を策定することが可能とされています。 

 こども計画には、こども誰でも通園制度に係る必要な事項が盛り込まれていないこ

とから、この度、代用計画を策定するものです。 

 

２ 代用計画の記載事項 

 代用計画には、「乳児等通園支援の量の見込みと提供体制の確保の内容及びその実施

時期」及び「乳児等のための支援給付に係る教育・保育等を一体的に提供する体制に

関する事項」を必須事項として記載することとされており、国が示す参考様式を使用

しています。 

 

３ 代用計画における各数値の算出方法 

（１） 就学前児童数 

こども計画上の推計値を用いています。 

（２） 対象児童数 

就学前児童数から保育所等利用児童数を除いた数となります。０歳児は７か月

目からの利用となるため、計算後、２で除しています。 

（３） 利用率 

こども計画策定時に実施した「子育て支援に関するアンケート調査」調査結果

●乳児等通園支援事業（通称「こども誰でも通園制度」）の概要 

 全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全

ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支

援を強化するため、現行の幼児教育・保育給付に加え、月一定時間までの利用可能

枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付です。 

令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業として

制度化し、令和８年度から子ども・子育て支援法に基づく新たな給付として全国の

自治体において実施されます。 
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報告書の「一時預かりの利用希望（就学前児童）」の結果を基に算出しました。

就学前児童保護者の利用希望者は、35.9％との結果となっています。 

 一時預かりのうち、幼稚園型と幼稚園型以外があり、幼稚園型の量の見込みが

4,035 人日、幼稚園型以外が 743 人日となっており、幼稚園型以外の割合は約

15.6％です。 

利用希望者のうち幼稚園型以外の割合は、35.9％×15.6％＝5.58％となり、約

６％としました。 

 令和９年度以降は、こども誰でも通園制度の認知度の向上及び受け入れ枠の拡

充を図ることにより、利用率を 2.5 倍としました。一時保育のない０歳児から利

用率を順次上げて計算しています。 

（４） 利用者数（ニーズ） 

対象児童数に利用率を乗じた数となります。 

（５） 必要受入時間数 

国が示す算出式に基づき、利用者数に月一定時間（１０時間）を乗じた数とな

ります。 

（６） 必要定員数（整備量） 

国が示す算出式に基づき、必要受入時間数を定員一人１月あたりの受け入れ可

能時間数【月４４時間（１日２時間×月２２日）】で除した数となります。 

 

 ※計算において小数点以下は、すべて四捨五入しています。 
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